
境など子どもと家庭に関する相談や児童虐待の早期発見・早期対
応に努めるとともに、関係機関との連携を強化し、支援を要する妊産婦等にも積極的に働きかけ指導・助言を行いま

部の運営方針に対する部全体の総合評価
す。また、オレンジリボン運動の推進など児童虐待防止の啓発活動に取り組んでいきます。
・いじめ問題に対しては、教育委員会と連携し「いじめ問題防止対策連絡協議会」を開催し、関係機関相互の連携強 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、保育園や学童保育室など
化を図り、いじめ防止等の対策を推進します。 の休園と集客する事業の中止などありましたが「新しい生活様式」を実
・「第２期我孫子市子ども発達支援計画」に基づき、発達支援、家族支援、地域支援の充実と機能強化を図り、発達 践し、第三次基本計画の重点プロジェクト４「若い世代に選ばれるまち
に支援が必要な子どもの乳幼児期からの一貫した支援体制作りを推進していきます。そのため「療育・教育システム づくり」や、まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本目標３「あびこで
連絡会」において、関係機関との連携を深め、早期発見からライフステージに応じた切れ目のない支援体制の構築を 子どもを産み、育てたくなるまちづくり」を念頭に

様

、部の運営方針に基
進

式

めます。 づき、３課が

第

、各事業の適正な実施

１

及び充実に遅延なく取

号

り組み、子育
・子育て

部

を応援するため、子ど

の

も医療費助成をはじめ

運

子育て世帯に対する経

営

済的な負担軽減を引き

方

続き推進します。 て・

針

子育ち支援施策の推進

・

が着実に図れたと評価

課

する。
・「第二次放課

の

後子ども総合プラン行

目

動計画」に基づき、学

標

童保育室とあびっ子ク

設

ラブ、それぞれの事業

定

の目的に沿
って、子ど

書

も達の放課後が充実す

(

るよう施設の環境整備

令

や質の向上に努めます

和

。
・保育料及び学童保

 

育料の口座振替手続き

3

の電子化を図り、利便

年

性の向上に努めます。

度

・子どもたちの生きる

)

力を育むため、子ども

部

の自然体験・生活体験

コ

事業の実施や青少年育

ー

成団体の活動を支援し

ド

ます
。
・少子化対策と

1

して、結婚・妊娠・出

7

産・子育て・子育ちへ

部

の切れ目ない支援を推

　

進していきます。

課コ

名

ード 01 課　名 子ども

子

支援課 課長名 山田　和

ど

夫

２．課の目標（部の

も

運営方針を受けて課の

部

取組方針を記入） 部の

部

運営方針に対する課の

長

目標への取組結果

　部

名

の運営方針に基づき、

星

次のとおり取り組みま

　

す。 １．「第四次我孫

範

子市子ども総合計画」

之

に基づき、子育て支援

１

事業の進
１．子ども・

．

子育て支援事業計画を

部

兼ねた子ども総合計画

の

を着実に推進します。

運

行管理を行いました。

営

２．母子・父子家庭へ

方

の支援、子ども医療費

針

の助成、児童手当及び

(

児童扶養手当等の適正

予

な支給に努めます。 ２

算

．ひとり親や子育て世

編

帯に対し、給付金の支

成

給、医療費の助成を適

・

正
３．「第二次我孫子

実

市放課後子ども総合プ

施

ラン行動計画」に基づ

計

き、学童保育室とあび

画

っ子クラブの一体的な

策

運営と に行い、経済的

定

な支援、負担軽減を行

方

いました。
、保育環境

針

の整備や質の向上にも

な

努めます。 ３．「第二

ど

次我孫子市放課後子ど

を

も総合プラン行動計画

踏

」に基づき、学
４．子

ま

どもの成長や自立を促

え

進するため、手賀の丘

て

宿泊事業を実施すると

、

共に、青少年相談員連

基

絡協議会の活動を支 童

本

保育室やあびっ子クラ

計

ブの空調設備の更新や

画

床修繕を行いました。

の

援していきます。また

分

、恒例となっているげ

野

んきフェスタ及び子ど

別

もまつりを市民団体と

計

協力のうえ開催します

画

。 ４。コロナウィルス

や

感染症拡大により、宿

重

泊事業やげんきフェス

点

タの開
５．少子化対策

ﾌ

として、我孫子市社会

ﾟ

福祉協議会と連携して

ﾛ

、結婚相談業務の充実

ｼ

を図ります。 催を見送

ﾞ

りましたが、子どもま

ｪ

つりをオンライン開催

ｸ

し、コロナ禍でも
６.

ﾄ

子育てを応援するため

、

、子ども医療費助成等

所

を充実させ、子育て世

管

帯に対する経済的な負

に

担軽減を推進します。

係

できることを皆で導き

る

出し、子どもたちとの

部

つながりを継続する策

の

を実
行しました。
５．

運

少子化対策として実施

営

する結婚相談事業につ

方

いては、社会福祉協議

針

会への支援内容、今後

に

の事業展開を見直しを

対

行いました。
６．高校

す

生まで拡大した医療費

る

助成について、適正な

課

審査・支給事務を
行い

の

ました。

３．課の目標

目

を達成する上での課題

標

と対応（人員の配置、

へ

組織のあり方など）

児

の

童数が増加している小

取

学校の学童保育室の環

組

境を整えるため、転用

結

可能教室の活用など、

果

教育委員会との調整が

　

必
要です。

４．原因分

　

析・改善策

（課長） （

分

部長）
・学童保育室で

野

はスタッフの人材不足

別

が慢性化しており、安

基

定した業務運営が難し

本

い。市での人 今後も、

計

子ども総合計画や放課

画

後子ども総合プラン行

の

動計画に基づき、着実

目

に子育て支援策を推
員

標

確保は困難なため、民

を

間委託等、人材確保対

考

策を早急に講じる必要

慮

がある。 進するため、

し

学童保育室等の民営化

て

や子育て世帯への経済

、

的支援が滞らないよう

部

職員配置の検討
・医療

の

費助成の年齢拡大によ

目

り高校生等医療助成は

標

全てが償還払いのため

を

、審査・支給事務に時

達

が必要である。
間を要

成

し、時間外勤務が慢性

す

化し、人員増が必要で

る

ある。子ども医療は県

た

の制度変更が予定され

め

ており、審査事務の複

の

雑化が予想される。シ

方

ステムの変更が急務で

針

あり、業務に精通した

を

職員の
配置が必須。

５

記

．課の目標を達成する

入

ために取り組む事務事

)

業

事務事業名（個別事

●

業） 重プ 施策 指標 単位

第

現況値 目標値 実績値 達

三

成率(％) 評価該当 コ

次

ード

1 子どもの居場所

基

づくり 重４ 33104

本

サポーター登録人数 人

計

135 200 135 6

画

7.5 現状

2 げんきフ

の

ェスタ 重４ 33104

重

有料来場者数 人 0 70

点

0 0 0 結合

3 あびこ子

プ

どもまつり 重４ 331

ロ

04 有料来場者数 人 0

ジ

1,000 0 0 結合

4

ェ

子ども向け情報紙発行

ク

及びホームページの運

ト

営 重４ 33104 情報

４

紙「あびっ子ネット」

「

の乳幼児及び小中学生

若

関連施設等への ％ 10

い

0 100 100 100

世

見直し

5 手賀の丘宿泊

代

事業 重４ 33104 応

に

募者数 ％ 0 64 0 0 結

選

合

6 青少年相談員事業

ば

への支援 重４ 3310

れ

4 青少年相談員連絡協

る

議会が主催する事業数

ま

回 3 4 3 75 結合

7 児

ち

童扶養手当支給事業 重

づ

無 33105 適正支給

く

した件数／総支給件数

り

の割合 ％ 100 100

」

100 100 結合

8 子

や

ども医療費助成事業 重

ま

無 33105 適正に支

ち

給した件数／総支給件

・

数 % 100 100 10

ひ

0 100 結合

9 母子家

と

庭等相談・自立支援事

・

業 重無 33105 支援

し

決定件数 件 11 16 1

ご

0 62.5 結合

10 ひ

と

とり親家庭の支援事業

創

重無 33105 適正支

生

給した件数／総支給件

総

数 ％ 100 100 10

合

0 100 結合

戦略の基 ・「第四次我孫子市子ども総合計画」の進行管理を行いました。
本目標３「あびこで子どもを産み、育てたくなるまちづくり」に基づき、若い世代が我孫子を選び、移り住んでもら ・ひとり親や子育て世帯に対し、迅速に給付金を支給し、医療費の助成
えるよう、また、これからもずっと住み続けてもらえるよう子育て・子育ち支援施策を総合的に推進します。さらに を適正に行い、子育て世帯に対する経済的な支援、負担軽減を行いまし
、子ども・子育て支援事業計画を兼ねた「第四次我孫子市子ども総合計画」の進行管理を行い、乳幼児期の保育と教 た。
育や地域の子ども子育て支援策の充実を図ります。
・子育て支援拠点施設を核とし、妊娠期からを視野に入れ、孤立せず安心して活き活きと子育てができる環境づくり
に努めます。また、子育て支援拠点４施設のうち３施設を保育園内に設置することとし、さらに地域との連携を密に
することで、地域の子育て力の向上と多様な子育て支援事業を展開します。
・「第三次我孫子市保育園等整備計画（改訂版）」に基づき、待機児童ゼロを堅持し続ける体制づくりに取り組むと
ともに、老朽化に伴い建て替える湖北台保育園とわくわく広場の複合施設は令和４年度中の新園舎開設に向けて、今
年度から建設に着手します。
・市内の保育園や認定こども園・幼稚園等と連携し、子育てと就労の両立支援策の充実を図るとともに、乳幼児期に
質の高い保育・教育等の提供が受けられるよう指導・調整に努めます。
・「子ども家庭総合支援拠点」では、育児や家庭環



の運営 重４ 33103 登録児童数（992人）/定員数（1,035人） ％ 81 98 81 82.65 結合

12 放課後対策事業心理相談 重４ 33103

５

相談希望対応率(相談

．

対応件数／スタッフや

課

保護者からの相談件 ％

の

100 100 43 43

目

結合

標

13 子ども

を

総合計画の進行管理 重

達

無 83102 子ども・

成

子育て会議の開催回数

す

回 3 3 3 100 現状

るた

14 ひとり親家庭

め

等医療費助成事業 重無

に

33105 適正に支給

取

した件数／総支給件数

り

％ 100 100 100

組

100 結合

む

15

事

学童保育室の整備 重４

務

33103 施設の老朽

事

化・長寿命化に係る施

業

設整備。 保育 3 3 3 1

事

00 結合

務

16 未

事

熟児養育医療 重無 33

業

105 必要な医療給付

名

者に対する給付率 ％ 1

（

00 100 100 10

個

0 結合

別

17 児童

事

手当支給事業 重無 33

業

105 適正に支給した

）

件数／総支給件数 ％ 1

重

00 100 100 10

施

0 結合

施

18 我孫

策

子市結婚相談事業への

指

支援 重４ 33102 相

標

談・お見合い件数 件 3

単

27 550 327 59

位

.45 見直し

現

1

況

9 新生児臨時給付金 重

値

無 33105 適正に給

目

付した件数／総給付件

標

数 ％ 100 100 10

値

0 100 その他

実績

20 子育て世帯生活支

値

援特別給付金支給事業

達

重無 33105 適正支

成

給した件数／総支給件

率

数の割合 ％ 100 10

(

0 100 100 その他

％) 評価該当 コード

11 学童保育室



市内の保育園や認定こども園・幼稚園等と連携し、子育てと就労の両立支援策の充実を図るとともに、乳幼児期に
質の高い保育・教育等の提供が受けられるよう指導・調整に努めます。
・「子ども家庭総合支援拠点」では、育児や家庭環境など子どもと家庭に関する相談や児童虐待の早期発見・早期対
応に努めるとともに、関係機関との連携を強化し、支援を要する妊産婦等にも積極的に働きかけ指導・助言を行いま

部の運営方針に対する部全体の総合評価
す。また、オレンジリボン運動の推進など児童虐待防止の啓発活動に取り組んでいきます。
・いじめ問題に対しては、教育委員会と連携し「いじめ問題防止対策連絡協議会」を開催し、関係機関相互の連携強 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、保育園や学童保育室など
化を図り、いじめ防止等の対策を推進します。 の休園と集客する事業の中止などありましたが「新しい生活様式」を実
・「第２期我孫子市子ども発達支援計画」に基づき、発達支援、家族支援、地域支援の充実と機能強化を図り、発達 践し、第三次基本計画の重点プロジェクト４「若い世代に選ばれるまち
に支援が必要な子どもの乳幼児期からの一貫した支援体制作りを推進していきます。そのため「療育・教育システム づ

様

くり」や、まち・ひと

式

・しごと創生総合戦略

第

の基本目標３「あびこ

１

で
連絡会」において、

号

関係機関との連携を深

部

め、早期発見からライ

の

フステージに応じた切

運

れ目のない支援体制の

営

構築を 子どもを産み、

方

育てたくなるまちづく

針

り」を念頭に、部の運

・

営方針に基
進めます。

課

づき、３課が、各事業

の

の適正な実施及び充実

目

に遅延なく取り組み、

標

子育
・子育てを応援す

設

るため、子ども医療費

定

助成をはじめ子育て世

書

帯に対する経済的な負

(

担軽減を引き続き推進

令

します。 て・子育ち支

和

援施策の推進が着実に

 

図れたと評価する。
・

3

「第二次放課後子ども

年

総合プラン行動計画」

度

に基づき、学童保育室

)

とあびっ子クラブ、そ

部

れぞれの事業の目的に

コ

沿
って、子ども達の放

ー

課後が充実するよう施

ド

設の環境整備や質の向

1

上に努めます。
・保育

7

料及び学童保育料の口

部

座振替手続きの電子化

　

を図り、利便性の向上

名

に努めます。
・子ども

子

たちの生きる力を育む

ど

ため、子どもの自然体

も

験・生活体験事業の実

部

施や青少年育成団体の

部

活動を支援します
。
・

長

少子化対策として、結

名

婚・妊娠・出産・子育

星

て・子育ちへの切れ目

　

ない支援を推進してい

範

きます。

課コード 03

之

課　名 保育課 課長名 石

１

山達也

２．課の目標（

．

部の運営方針を受けて

部

課の取組方針を記入）

の

部の運営方針に対する

運

課の目標への取組結果

営

１．子育て中の親子が

方

孤立することなく、地

針

域の中で安心して子育

(

てできる環境を整える

予

とともに、地域や保護

算

者の ・新型コロナ禍で

編

はあったが、子育て中

成

の親子が孤立すること

・

なく、地
「子育て力」

実

を育むため、子育て支

施

援施設を核とした親子

計

の交流、子育て相談、

画

子育て情報、地域支援

策

活動（出前保 域の中で

定

安心して子育てできる

方

環境を整えるとともに

針

、地域や保護者の
育）

な

等さまざまな子育て支

ど

援施策を充実します。

を

「子育て力」を育むた

踏

め、子育て支援施設を

ま

核とした、子育て相談

え

、子
また、子育て支援

て

拠点４施設のうち３施

、

設を川村学園女子大学

基

附属保育園、布佐宝保

本

育園、湖北台保育園内

計

に設置す 育て情報、地

画

域支援活動（出前保育

の

）等模索しながら、子

分

育て支援施策
ることと

野

し、さらに地域との連

別

携を密にすることで、

計

地域の子育て力の向上

画

と多様な子育て支援事

や

業を展開します。 を図

重

れた。
なお、すくすく

点

広場（天王台地区）と

ﾌ

すこやか広場（新木・

ﾟ

布佐地区）は６月末に

ﾛ

閉室とします。 ・「第

ｼ

三次我孫子市保育園等

ﾞ

整備計画（改定版）」

ｪ

に基づき、保育園の
２

ｸ

．次期子ども総合計画

ﾄ

の策定に合わせ「第三

、

次我孫子市保育園等整

所

備計画（改定版）」に

管

基づき、保育園の待機

に

児 待機児童ゼロを３６

係

年間堅持することがで

る

きた。
童ゼロ施策を堅

部

持します。 ・市立保育

の

園においては、子ども

運

達が安全で安心に過ご

営

せるように計画
３．既

方

存の保育園においては

針

、児童が安全で安心に

に

過ごせるように計画的

対

に施設修繕・改修を進

す

めます。また、湖北 的

る

に施設修繕及び改修を

課

実施した。また、湖北

の

台保育園やわくわく広

目

場
台保育園やわくわく

標

広場については、令和

へ

４年度中に開設できる

の

よう、今年度は園舎の

取

建設工事に着手します

組

。 については、令和４

結

年度に開設できるよう

果

、２か年で建替工事を

　

実施し
４．子ども・子

　

育て支援新制度の施行

分

に伴い、利用の手続き

野

の周知や事業の実施形

別

態の変更など、利用者

基

支援員の活 、令和３年

本

度末時点で進捗率は予

計

定どおり６４％となっ

画

た。
用などとも併せ滞

の

りない事業運営に取り

目

組みます。 ・ファミリ

標

ーサポートセンター事

を

業運営及び病児病後児

考

保育事業運営に
５．フ

慮

ァミリーサポートセン

し

ター事業運営及び病児

て

病後児保育事業運営に

、

ついては、委託事業者

部

と連携を密にし、よ つ

の

いては、委託事業者と

目

連携を密にし、より利

標

用しやすい事業の推進

を

に
り利用しやすい事業

達

運営になるよう努めま

成

す。また、今年度は令

す

和４年度からの委託事

る

業者を決定します。 努

た

めた。
６．保育園の開

め

設に伴う法人認可事務

の

及び、地域型保育事業

方

の認可事務並びに給付

針

事務を適正に進めます

を

。 ・保育士等の専門性

記

の向上を図るため、市

入

内公立私立合同研修会

)

をリモ
７．保育園児童

●

の健全な育成を図るた

第

め、保育士等の専門性

三

の向上、研修の充実等

次

、保育内容の向上に努

基

めます。 ート研修で実

本

施し、保育の質の向上

計

に努めた。
８．幼稚園

画

の預かり保育を充実し

の

、幼稚園での就労・介

重

護などによる保護者支

点

援を促進します。 ・若

プ

草幼稚園が幼保連携型

ロ

認定こども園に移行す

ジ

るため、令和４年４月

ェ

９．幼稚園児の安全な

ク

教育環境を確保するた

ト

め、施設修繕の費用の

４

一部を補助します。 の

「

開園に向けて支援に努

若

めた。
１０．幼稚園か

い

ら認定こども園等に移

世

行するため、意向のあ

代

った幼稚園に対し支援

に

に努めます。 ・新型コ

選

ロナウイルス感染症の

ば

感染拡大防止のため、

れ

休園対応など感染
１１

る

．子育て支援・若者支

ま

援プロジェクトからの

ち

提案を受け、２３年度

づ

から実施したenjo

く

yパパ応援プロジェク

り

トは 対策に努めた。
、

」

子育てフリーマーケッ

や

トと同様に他の子育て

ま

支援イベントに盛り込

ち

み、子育て世代の交流

・

増進を図ります。
１２

ひ

．保育園及び幼稚園の

と

放射能対策は、市の方

・

針に基づき実施します

し

。また、今年度も新型

ご

コロナウイルス感染症

と

の感染拡大の状況や感

創

染症対策本部の方針を

生

踏まえ、感染対策に努

総

めます。

３．課の目標

合

を達成する上での課題

戦

と対応（人員の配置、

略

組織のあり方など）

 

の

待機児童ゼロの堅持に

基

努めるには、全国的な

「

保育士不足が課題とな

第

っており、正規保育士

三

の保育園配置割合を高

次

く
する必要があります

我

。

４．原因分析・改善

孫

策

（課長） （部長）
　

子

保育需要の増大に対応

市

し、待機児童ゼロを堅

保

持するためには、保育

育

士確保が喫緊の課題と

園

なっ 待機児童ゼロを維

等

持するため、人員を含

整

めた組織体制の在り方

備

等の検討が必要である

計

。
ているが、全国的に

画

保育士不足となってお

（

り、会計年度任用職員

改

（保育士）の新規応募

訂

がないた
め、正規保育

版

士の保育園配置割合を

）

高くすることが必要で

」

ある。

５．課の目標を

に

達成するために取り組

基

む事務事業

事務事業名

づ

（個別事業） 重プ 施策

き

指標 単位 現況値 目標値

、

実績値 達成率(％) 評

教

価該当 コード

1 市立保

育

育園の地域子育て事業

・

重４ 33102 園庭開

保

放・マイ保育園の利用

育

者数 人 2,024 2,

本

030 713 35.1

目

2 結合

2 ファミリーサ

標

ポートセンター事業の

３

推進 重４ 33102 提

「

供・両方会員数 人 57

あ

62 66 106.45

び

結合

3 子育て支援拠点

こ

事業 重４ 33102 利

で

用者数 人 26,220

子

55,000 22,7

ど

14 242.14 結合

も

4 一時預かり事業 重４

を

33102 一時預かり

産

保育利用希望者の利用

み

率 ％ 100 100 10

、

0 100 結合

5 世代間

育

交流事業の促進 重４ 3

て

3103 高齢者参加人

た

数 人 0 490 0 0 結合

く

6 市立保育園運営事業

な

重４ 33103 保育を

る

必要とする児童の入園

ま

率 % 100 100 10

ち

0 100 結合

7 幼稚園

づ

における子育て支援事

く

業の実施 重４ 3310

り

3 施設等利用費の給付

」

率（適正に給付した人

に

数/給付対象者数×1

基

00 % 100 100 1

づ

00 100 結合

8 産休

き

・育休予約事業 重４ 3

、

3103 入園予約児童

若

数に対する入園実施割

い

合 ％ 100 100 10

世

0 100 結合

9 病児・

代

病後児保育事業 重４ 3

が

3103 利用者数 人 2

我

39 300 93 31 結

孫

合

10 私立保育園・管

子

外保育園への保育実施

を

委託 重４ 33103 保

選

育を必要とする児童の

び

申込に対する入園率 %

、

100 100 100 1

移

00 結合

り住んでもら 内容の向上と待機児童ゼロを堅持することができたとともに令和４年度
えるよう、また、これからもずっと住み続けてもらえるよう子育て・子育ち支援施策を総合的に推進します。さらに の湖北台保育園とわくわく広場の複合施設開設に向け、建替え工事を滞
、子ども・子育て支援事業計画を兼ねた「第四次我孫子市子ども総合計画」の進行管理を行い、乳幼児期の保育と教 りなく実施できた。
育や地域の子ども子育て支援策の充実を図ります。 子育て支援では、子育て支援拠点施設を核として、新型コロナ禍ではあ
・子育て支援拠点施設を核とし、妊娠期からを視野に入れ、孤立せず安心して活き活きと子育てができる環境づくり ったが、その中でも模索しながら、多様な子育て支援事業の展開を心が
に努めます。また、子育て支援拠点４施設のうち３施設を保育園内に設置することとし、さらに地域との連携を密に け、安心して快適に子育てできる環境づくりを推進することができた。
することで、地域の子育て力の向上と多様な子育て支援事業を展開します。
・「第三次我孫子市保育園等整備計画（改訂版）」に基づき、待機児童ゼロを堅持し続ける体制づくりに取り組むと
ともに、老朽化に伴い建て替える湖北台保育園とわくわく広場の複合施設は令和４年度中の新園舎開設に向けて、今
年度から建設に着手します。
・



運営費補助金交付事業 重４ 33103 保育を必要とする児童の申込に対する入園率 % 100 100 100 100 結合

12 障害児保育・統合保育事業 重

５

４ 33103 入園児童

．

数 人 10 20 10 50

課

結合

の

13 私立幼

目

稚園の運営支援 重４ 3

標

3103 私立幼稚園等

を

補助金、施設型給付費

達

、我孫子市特定教育・

成

保育施 ％ 100 100

す

100 100 結合

るた

14 利用者支援事業

め

重４ 33102 相談件

に

数 件 1,000 1,5

取

70 664 0 結合

り組

15 休日保育事業 重

む

４ 33103 実施率（

事

実施件数／申込件数）

務

％ 100 100 100

事

100 結合

業

16

事

保育園・幼稚園の放射

務

能対策 重無 12201

事

基準値を超える園の放

業

射線低減化対策実施率

名

％ 100 100 100

（

100 結合

個

17

別

私立保育園等施設整備

事

への補助 重４ 3310

業

3 補助金を交付する園

）

数 園 0 0 0 0 結合

重施

18 湖北台保育園の

施

再整備 重４ 33103

策

工事進捗率 % 60 60

指

60 100 結合

標 単

19 子育てサポーター

位

の養成と地域活動の推

現

進 重４ 33102 子育

況

て中の家庭を訪問し、

値

子育て支援施設の情報

目

紙等を配付した 件 42

標

50 9 18 結合

値 実

20 企業参加の子育て

績

支援 重４ 33102 市

値

内のチーパス協賛店舖

達

数 箇所 171 175 1

成

56 89.14 結合

率(

21 市立保育園園

％

舎外部改修事業 重４ 3

)

3103 現在の状況や

評

原因等の調査をまとめ

価

る。 ％ 100 100 1

該

00 100 結合

当 コード

11 私立保育園



待防
ともに、老朽化に伴い建て替える湖北台保育園とわくわく広場の複合施設は令和４年度中の新園舎開設に向けて、今 止に向けた啓発活動については、市の広報やホームページを活用、関係
年度から建設に着手します。 機関へのポスター掲示等を通じて取り組みました。
・市内の保育園や認定こども園・幼稚園等と連携し、子育てと就労の両立支援策の充実を図るとともに、乳幼児期に 　いじめ防止対策では、教育委員会指導課と連携し、いじめ問題防止対
質の高い保育・教育等の提供が受けられるよう指導・調整に努めます。 策連絡協議会を開催する予定でしたが、新型コロナ感染症対策として書
・「子ども家庭総合支援拠点」では、育児や家庭環境など子どもと家庭に関する相談や児童虐待の早期発見・早期対 面開催として情報共有に努めました。
応に努めるとともに、関係機関との連携を強化し、支援を要する妊産婦等にも積極的に働きかけ指導・助言を行いま

部の運営方針に対する部全体の総合評価
す。また、オレンジリボン運動の推進など児童虐待防止の啓発活動に取り組んでいきます。
・いじめ問題に対しては、教育委員会と連携し「いじめ問題防止対策連絡協議会」を開催し、関係機関相互の連携強 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

様

伴い、保育園や学童保

式

育室など
化を図り、い

第

じめ防止等の対策を推

１

進します。 の休園と集

号

客する事業の中止など

部

ありましたが「新しい

の

生活様式」を実
・「第

運

２期我孫子市子ども発

営

達支援計画」に基づき

方

、発達支援、家族支援

針

、地域支援の充実と機

・

能強化を図り、発達 践

課

し、第三次基本計画の

の

重点プロジェクト４「

目

若い世代に選ばれるま

標

ち
に支援が必要な子ど

設

もの乳幼児期からの一

定

貫した支援体制作りを

書

推進していきます。そ

(

のため「療育・教育シ

令

ステム づくり」や、ま

和

ち・ひと・しごと創生

 

総合戦略の基本目標３

3

「あびこで
連絡会」に

年

おいて、関係機関との

度

連携を深め、早期発見

)

からライフステージに

部

応じた切れ目のない支

コ

援体制の構築を 子ども

ー

を産み、育てたくなる

ド

まちづくり」を念頭に

1

、部の運営方針に基
進

7

めます。 づき、３課が

部

、各事業の適正な実施

　

及び充実に遅延なく取

名

り組み、子育
・子育て

子

を応援するため、子ど

ど

も医療費助成をはじめ

も

子育て世帯に対する経

部

済的な負担軽減を引き

部

続き推進します。 て・

長

子育ち支援施策の推進

名

が着実に図れたと評価

星

する。
・「第二次放課

　

後子ども総合プラン行

範

動計画」に基づき、学

之

童保育室とあびっ子ク

１

ラブ、それぞれの事業

．

の目的に沿
って、子ど

部

も達の放課後が充実す

の

るよう施設の環境整備

運

や質の向上に努めます

営

。
・保育料及び学童保

方

育料の口座振替手続き

針

の電子化を図り、利便

(

性の向上に努めます。

予

・子どもたちの生きる

算

力を育むため、子ども

編

の自然体験・生活体験

成

事業の実施や青少年育

・

成団体の活動を支援し

実

ます
。
・少子化対策と

施

して、結婚・妊娠・出

計

産・子育て・子育ちへ

画

の切れ目ない支援を推

策

進していきます。

課コ

定

ード 04 課　名 子ども

方

相談課 課長名 鈴木　将

針

人

２．課の目標（部の

な

運営方針を受けて課の

ど

取組方針を記入） 部の

を

運営方針に対する課の

踏

目標への取組結果

　子

ま

ども自身からの困りご

え

との相談や子育て、家

て

庭環境などをはじめと

、

する保護者からの悩み

基

ごとの相談に、助言や

本

・庁内外の研修を活用

計

し、子ども相談員のス

画

キルアップを図ったこ

の

とに
定期的な連絡によ

分

る不安の解消、必要な

野

機関の紹介等、的確な

別

支援を行います。 より

計

、さらに相談者に寄り

画

添った対応が可能とな

や

りました。また、「家

重

　とりわけ、迅速な対

点

応が求められる子ども

ﾌ

の虐待に関する相談に

ﾟ

ついては、保育園、幼

ﾛ

稚園、認定こども園や

ｼ

学校 庭児童相談システ

ﾞ

ム」の活用により、情

ｪ

報共有を迅速かつ確実

ｸ

に行うと
、教育委員会

ﾄ

の他、関係する機関と

、

連携を取りながら確実

所

な支援を実施します。

管

必要時、速やかに連携

に

した対応をと ともに、

係

事務効率の向上が図ら

る

れました。
れるよう、

部

日ごろから子どもの所

の

属機関等と情報共有、

運

連絡調整を行うととも

営

に、「子ども虐待等防

方

止対策地域協議 ・「養

針

育支援訪問事業」では

に

、保護者の養育支援が

対

特に必要な家庭に対
会

す

」において、庁内関係

る

課や教育委員会の他、

課

関係機関と定期的に支

の

援方針や支援方法の確

目

認を行い、問題解決に

標

向 し専門的な相談支援

へ

に加え、育児・家事援

の

助を実施出来る体制を

取

整え、
けたケースマネ

組

ジメントを行います。

結

また、オレンジリボン

果

運動の推進などを通し

　

て子ども虐待防止につ

　

いての啓発 二世帯を対

分

象として本事業を実施

野

しました。本事業によ

別

る支援を行った
活動も

基

進めます。 ことで保護

本

者が安心して子どもを

計

養育できる環境を整備

画

することができ
　こう

の

した地域の関係機関や

目

必要なサービスをつな

標

いでいくソーシャルワ

を

ーク機能を十分発揮さ

考

せるため、「子ども ま

慮

した。
家庭総合支援拠

し

点」として事業を展開

て

するとともに、「家庭

、

児童相談システム」を

部

活用し、相談・支援記

の

録を迅速か ・令和3年

目

度の子どもやその家庭

標

に関する新規相談受付

を

件数は８６７件
つ正確

達

に確認しながら相談対

成

応を行います。また、

す

保護者の養育支援が特

る

に必要な家庭を対象と

た

する「養育支援訪問 、

め

うち児童虐待相談件数

の

は３２１件でした。内

方

訳は、身体的虐待１０

針

５
事業」では、専門的

を

相談支援、育児・家事

記

援助を実施し、サービ

入

スが必要な家庭を的確

)

に支援します。 件、性

●

的虐待５件、心理的虐

第

待１５８件、ネグレク

三

ト５３件でした。こ
　

次

保護者の疾病、事故、

基

育児疲れなどの理由に

本

より家庭において養育

計

を受けることが一時的

画

に困難になった子ども

の

の れらの相談に対し、

重

保育園、幼稚園、学校

点

等の子どもの所属先の

プ

ほか、
生活の場を確保

ロ

するため、児童養護施

ジ

設において一時的に預

ェ

かり、必要な保護を行

ク

うことで子どもと子育

ト

て家庭の福 児童相談所

４

や相談支援事業所等、

「

関係機関と日ごろから

若

情報共有、連絡
祉の向

い

上を図る「子ども短期

世

入所事業」を行います

代

。 調整を行い、顔の見

に

える関係づくりを進め

選

ながら確実な支援を行

ば

いまし
　児童通所支援

れ

サービスについては、

る

子ども相談支援事業所

ま

においてサービス等利

ち

用計画を作成し、サー

づ

ビス利用の た。
支援を

く

するとともに、児童発

り

達支援や放課後等デイ

」

サービス等の適切な支

や

給決定を行います。 ・

ま

子どもの虐待防止の啓

ち

発活動として、市の広

・

報やホームページへの

ひ

啓
　いじめ防止対策で

と

は、教育委員会と連携

・

し、「いじめ問題防止

し

対策連絡協議会」を開

ご

催して関係機関等の連

と

携を図 発記事の掲載や

創

関係機関へのポスター

生

掲示等を行いました。

総

る他、いじめによる重

合

大事態が発生した場合

戦

、確実な対応を進めま

略

す。 ・我孫子市子ども

の

虐待防止対策地域協議

基

会設置要綱に基づき、

　

代表者会
議実務者会議

「

、個別支援会議を開催

子

し、虐待を受けた子ど

ど

もの保護のた
めの協議

も

及び検討を定期的に行

家

い、問題解決に向けた

庭

ケースワークを行
いま

総

した。
・いじめ防止に

合

対する取り組みとして

支

は、いじめ問題対策連

援

絡協議会設
置要綱に基

拠

づき、教育委員会と連

点

携の上、協議会を開催

」

する予定でした
が、新

と

型コロナ感染症対策の

し

ため、書面開催として

て

情報共有に努めまし
た

、

。
・児童通所支援では

子

、サービスの支給決定

ど

を公平、適切かつ迅速

も

に行い
ました。年度末

自

現在、児童通所受給者

身

証の発行人数が４５６

か

人、サービ
ス別の利用

ら

人数は、児童発達支援

の

が１７６人、放課後等

困

デイサービスが
２８０

り

人、保育所等訪問支援

ご

が８人でした。

３．課

と

の目標を達成する上で

の

の課題と対応（人員の

相

配置、組織のあり方な

本

ど）

全国的に発生して

目

いる子ども虐待による

標

重大事案を防止するた

３

め、人員配置の強化が

「

求められます。

４．原

あ

因分析・改善策

（課長

び

） （部長）

５．課の目

こ

標を達成するために取

で

り組む事務事業

事務事

子

業名（個別事業） 重プ

ど

施策 指標 単位 現況値 目

も

標値 実績値 達成率(％

を

) 評価該当 コード

1 子

産

ども総合相談の推進 重

み

４ 33101 年間の終

、

結件数÷（新規相談件

育

数＋継続件数）×１０

て

０ ％ 81.3 73 80

た

.4 110.14 結合

く

2 子ども短期入所事業

な

重４ 33101 実利用

る

児童数÷申請児童数×

ま

１００ ％ 100 100

ち

100 100 結合

3 子

づ

ども虐待防止・援助活

く

動の推進 重４ 3310

り

1 緊急性の高い通告に

」

ついて、４８時間以内

に

に調査を行った割合 ％

基

100 100 100 1

づ

00 結合

4 児童通所支

き

援事業 重４ 33106

、

３月末の児童通所支援

若

利用人数÷児童通所受

い

給者証発行人数（支 ％

世

87 92 93 101.

代

09 現状

5 いじめ問題

が

対策連絡協議会等の運

我

営 重４ 52302 市い

孫

じめ問題対策連絡協議

子

会の開催回数を年１回

を

にする。 回 1 1 1 10

選

0 結合

6

7

8

9

10

び、移り住んでもら 談や保護者からの子育て、家庭内で抱える問題などの相談に、助言や定
えるよう、また、これからもずっと住み続けてもらえるよう子育て・子育ち支援施策を総合的に推進します。さらに 期的な連絡による不安の解消、必要とする関係機関の紹介等、ニーズに
、子ども・子育て支援事業計画を兼ねた「第四次我孫子市子ども総合計画」の進行管理を行い、乳幼児期の保育と教 応じた支援を行いました。また、支援を必要とする妊産婦等にも積極的
育や地域の子ども子育て支援策の充実を図ります。 に指導・助言を行いました。
・子育て支援拠点施設を核とし、妊娠期からを視野に入れ、孤立せず安心して活き活きと子育てができる環境づくり 　子どもの虐待相談については、子どもの所属機関等と情報共有、連絡
に努めます。また、子育て支援拠点４施設のうち３施設を保育園内に設置することとし、さらに地域との連携を密に 調整を行いながら迅速かつ確実に支援を行いました。また、子ども虐待
することで、地域の子育て力の向上と多様な子育て支援事業を展開します。 等防止対策地域協議会において、関係機関と定期的に支援方針や支援方
・「第三次我孫子市保育園等整備計画（改訂版）」に基づき、待機児童ゼロを堅持し続ける体制づくりに取り組むと 法の確認を行い、問題解決に向けたケースワークを行いました。虐



るよう指導・調整に努めます。
・「子ども家庭総合支援拠点」では、育児や家庭環境など子どもと家庭に関する相談や児童虐待の早期発見・早期対
応に努めるとともに、関係機関との連携を強化し、支援を要する妊産婦等にも積極的に働きかけ指導・助言を行いま

部の運営方針に対する部全体の総合評価
す。また、オレンジリボン運動の推進など児童虐待防止の啓発活動に取り組んでいきます。
・いじめ問題に対しては、教育委員会と連携し「いじめ問題防止対策連絡協議会」を開催し、関係機関相互の連携強 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、保育園や学童保育室など
化を図り、いじめ防止等の対策を推進します。 の休園と集客する事業の中止などありましたが「新しい生活様式」を実
・「第２期我孫子市子ども発達支援計画」に基づき、発達支援、家族支援、地域支援の充実と機能強化を図り、発達 践し、第三次基本計画の重点プロジェクト４「若い世代に選ばれるまち
に支援が必要な子どもの乳幼児期からの一貫した支援体制作りを推進していきます。そのため「療育・教育システム づくり」や、まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本目標３「あびこで
連絡会」において、関係機関との連携を深め、早期発見からライフステージに応じた

様

切れ目のない支援体制

式

の構築を 子どもを産み

第

、育てたくなるまちづ

１

くり」を念頭に、部の

号

運営方針に基
進めます

部

。 づき、３課が、各事

の

業の適正な実施及び充

運

実に遅延なく取り組み

営

、子育
・子育てを応援

方

するため、子ども医療

針

費助成をはじめ子育て

・

世帯に対する経済的な

課

負担軽減を引き続き推

の

進します。 て・子育ち

目

支援施策の推進が着実

標

に図れたと評価する。

設

・「第二次放課後子ど

定

も総合プラン行動計画

書

」に基づき、学童保育

(

室とあびっ子クラブ、

令

それぞれの事業の目的

和

に沿
って、子ども達の

 

放課後が充実するよう

3

施設の環境整備や質の

年

向上に努めます。
・保

度

育料及び学童保育料の

)

口座振替手続きの電子

部

化を図り、利便性の向

コ

上に努めます。
・子ど

ー

もたちの生きる力を育

ド

むため、子どもの自然

1

体験・生活体験事業の

7

実施や青少年育成団体

部

の活動を支援します
。

　

・少子化対策として、

名

結婚・妊娠・出産・子

子

育て・子育ちへの切れ

ど

目ない支援を推進して

も

いきます。

課コード 0

部

6 課　名 こども発達セ

部

ンター 課長名 三澤　由

長

紀子

２．課の目標（部

名

の運営方針を受けて課

星

の取組方針を記入） 部

　

の運営方針に対する課

範

の目標への取組結果

○

之

障害が確定されている

１

子どもや発達に支援が

．

必要な子どもが、健や

部

かに成長するためには

の

、早期からの療育的支

運

援 「第２期我孫子市子

営

ども発達支援計画（第

方

２期障害児福祉計画）

針

」に基
が必要です。そ

(

のために関係機関が連

予

携し、１歳６ヵ月児健

算

診、３歳児健診、５歳

編

児健診、就学時健診及

成

び子育て相 づき、こど

・

も発達センターを中心

実

に、子どもとその家族

施

に対して、児童
談を実

計

施することで早期発見

画

に努め、個々のニーズ

策

に合わせた支援計画に

定

基づいた療育支援を実

方

施します。 発達支援、

針

保育所等訪問支援、家

な

族支援等の直接的支援

ど

を行った。児童
○発達

を

に支援が必要な子ども

踏

とその家族に対して、

ま

早期支援、家族支援、

え

発達支援、地域支援の

て

充実を図ります。 発達

、

支援センターの大きな

基

役割である地域支援は

本

、新型コロナウイルス

計

○第２期子ども発達支

画

援計画に基づき、発達

の

に支援が必要な子ども

分

とその家族が乳幼児期

野

から学齢期まで健やか

別

で安 の流行により、外

計

部への学習会の実施が

画

できず、規模を縮小し

や

ての事業
定した生活が

重

地域で送れるよう、療

点

育・教育システム連絡

ﾌ

会を通じて支援機関の

ﾟ

十分な連携を図り、ラ

ﾛ

イフステージ 展開とな

ｼ

った。また、保育、保

ﾞ

健医療、教育等の関係

ｪ

機関と連携した支
に応

ｸ

じた一貫した支援を提

ﾄ

供します。 援体制の構

、

築を「療育・教育シス

所

テム連絡会」で推進し

管

ている。
○発達支援の

に

専門性を活かして施設

係

への訪問指導、研修会

る

等を行い、地域の幼稚

部

園及び保育園職員や民

の

間児童通所事
業所等の

運

職員のスキルアップを

営

目指します。
○ライフ

方

ダイアリーを、多くの

針

家庭で活用してもらう

に

ことができるように普

対

及・啓発活動を行いま

す

す。また、よりよ
い活

る

用の方法について検討

課

を行っていきます。

３

の

．課の目標を達成する

目

上での課題と対応（人

標

員の配置、組織のあり

へ

方など）

○発達に支援

の

が必要な子どもだけで

取

なく、DVや保護者自

組

身の虐待歴、保護者の

結

精神疾患等、家族の状

果

況が複雑な家庭
が増え

　

ています。療育の提供

　

も重要ですが、家庭で

分

養育ができるような支

野

援をしていくことが必

別

要です。
子ども相談課

基

や教育研究所、他関係

本

機関等、それぞれの役

計

割を生かした多面的な

画

支援の提供を十分行え

の

るよう、連携
強化を図

目

りながら事業を進めま

標

す。

４．原因分析・改

を

善策

（課長） （部長）

考

５．課の目標を達成す

慮

るために取り組む事務

し

事業

事務事業名（個別

て

事業） 重プ 施策 指標 単

、

位 現況値 目標値 実績値

部

達成率(％) 評価該当

の

コード

1 発達支援に関

目

する専門職員の派遣 重

標

４ 33106 相談実施

を

件数 件 381 360 4

達

10 113.89 結合

成

2 児童発達支援事業所

す

「ひまわり園」による

る

発達支援 重４ 3310

た

6 出席率 ％ 80 80 8

め

0 100 結合

3 言語聴

の

覚士による相談・訓練

方

重４ 33106 実施率

針

％ 100 100 100

を

100 結合

4 理学療法

記

士による相談・訓練 重

入

４ 33106 実施率 ％

)

100 100 100 1

●

00 結合

5 保育所等訪

第

問支援事業所「おひさ

三

ま」による発達支援 重

次

４ 33106 実施率 ％

基

100 100 100 1

本

00 結合

6 ケースワー

計

カーによる相談・調整

画

重４ 33106 こども

の

発達センター利用者数

重

人 750 716 783

点

109.36 結合

7 心

プ

理相談員による相談・

ロ

訓練 重４ 33106 実

ジ

施率 ％ 100 100 1

ェ

00 100 結合

8 療育

ク

･教育システムの構築

ト

重４ 33106 会議の

４

開催回数 回 1 3 1 33

「

.33 結合

9 作業療法

若

士による相談・訓練 重

い

４ 33106 実施率 ％

世

100 100 100 1

代

00 結合

10 ライフダ

に

イアリー普及事業 重４

選

33106 ライフダイ

ば

アリーの配布数 人 84

れ

9 760 711 93.

る
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まちづくり」やまち・ひと・しごと創生総合戦略の基 発達に支援が必要な子どもが増加する中、こども発達センターを中心に
本目標３「あびこで子どもを産み、育てたくなるまちづくり」に基づき、若い世代が我孫子を選び、移り住んでもら 関係機関と連携し、対象となる子どもとその家族に対して、質の高い専
えるよう、また、これからもずっと住み続けてもらえるよう子育て・子育ち支援施策を総合的に推進します。さらに 門的な発達支援を実施している。また、すべての子どもが安心して地域
、子ども・子育て支援事業計画を兼ねた「第四次我孫子市子ども総合計画」の進行管理を行い、乳幼児期の保育と教 で健やかに成長できるように、地域支援の充実と機能強化を図れたと評
育や地域の子ども子育て支援策の充実を図ります。 価する。
・子育て支援拠点施設を核とし、妊娠期からを視野に入れ、孤立せず安心して活き活きと子育てができる環境づくり
に努めます。また、子育て支援拠点４施設のうち３施設を保育園内に設置することとし、さらに地域との連携を密に
することで、地域の子育て力の向上と多様な子育て支援事業を展開します。
・「第三次我孫子市保育園等整備計画（改訂版）」に基づき、待機児童ゼロを堅持し続ける体制づくりに取り組むと
ともに、老朽化に伴い建て替える湖北台保育園とわくわく広場の複合施設は令和４年度中の新園舎開設に向けて、今
年度から建設に着手します。
・市内の保育園や認定こども園・幼稚園等と連携し、子育てと就労の両立支援策の充実を図るとともに、乳幼児期に
質の高い保育・教育等の提供が受けられ
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